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開設授業科目一覧 学期区分　： 小平大学大学院法務研究科法務専攻

LSの学生 LS外の学生 教員名 分類

憲法 1 前期 45 4 必修 毎年 講義 31 0 学園　西子 研・専 5

民事法総合演習１ 2 後期 22.5 2 必修 毎年 演習 31 0

　　　　 ◎国分寺　一郎
　　　　　　神保　花子
　　　　　　一橋　五郎
　　　　　　小平　太郎

研・専
研・専
実・専
実・専

13

刑事法総合演習×２ 2 後期 22.5 2 必修 毎年 演習 ①16、②17 ①0、②0

　　　①◎小川　東美
　　　①　 上水　南夫
　　　②◎小金井　武蔵
　　　②　 千代田　北世

研・専
兼任
研・専
兼担

24

法学入門 1 前期 22.5 2 必修 毎年 講義 31 0 竹橋　次郎 研・専 30
法曹倫理×２ 2 前期 22.5 2 必修 毎年 講義 ①16、②17 ①0、②0 萩山　三郎 実・専 31

民事訴訟実務基礎×２ 1 後期 22.5 2 必修 毎年 講義 ①16、②15 ①0、②0
①一橋　五郎
②小平　太郎

実・専
実・専

36

模擬裁判 模擬裁判 2 前期 22.5 2 選択必修 毎年 講義・演習 15 0 一橋　五郎 実・専 42
ローヤリング

クリニック

エクスターンシップ エクスターンシップ 2 前期集中 22.5 2 選択必修 毎年 実習 8 0
　　　　 ◎神保　花子
　　　　　　萩山　三郎

研・専
実・専

47

公法系訴訟実務の基礎
法情報調査
法文書作成

○○法 2 前期 22.5 2 選択 隔年○ 講義 14 2 立川　六郎 兼担 63
□□史 2・3 前期 22.5 2 選択 隔年× 講義 － － 竹橋　次郎 研・専 添付資料○
△△学 3 前期 22.5 2 選択 毎年（不開講） 講義 － － 学園　西子 研・専 添付資料○ カリキュラム改編による当該配当年次未開講

●●論 2・3 後期 22.5 2 選択 毎年 講義 国分寺　一郎 研・専 80

（注）

 １４  「シラバス等のページ」については、シラバス等の授業計画を記載した冊子中の該当ページを記入してください。

 １２  「担当教員」の「教員名」については、１つの授業科目を複数教員が担当している場合には、担当教員全員を記入し、当該授業科目の内容、実施及び成績評価について責任を持つ教員には、氏名の前に『◎』を付してください。また、１つの授業科目が複数クラス開講されている場合は、各クラスの担当
　　　 教員についてそれぞれ記入してください。（例：①◎A教員、B教員②◎A教員、C教員）なお、「分類」については、様式３の教員分類別内訳 の「分類」の「略称」」（研・専、実・専、実・み、専・他、兼担、兼任）により、記入してください。
 １３　「開設単位数合計」については、法律基本科目の公法系・民事系・刑事系の各系、法律実務基礎科目の法曹倫理、民事訴訟実務の基礎、刑事訴訟実務の基礎の各科目、基礎法学・隣接科目及び展開・先端科目の各科目区分がそれぞれ一つの枠になっていますので、それぞれに該当する授業科目

セメスター制           　　　　　　　　　　　　　　   を採用

単位数
開設単位数
合　　　　計

授業方法
（形態）

 　９　「開講方法」については、『毎年』、『隔年』の区分で記入してください。なお、隔年開講については、今年度開講していれば『隔年○』、開講していなければ『隔年×』と記入してください。また、毎年開講するが、評価実施年度は不開講の授業科目については、『毎年（不開講）』と記入してください。

 　２　「学期区分」については、採用している学期の種類（セメスター制、トリメスター制等）を記入してください。
　 ３　「授業科目名」については、開設している授業科目を、基準２－１－３に基づき、４つの科目（法律基本科目、法律実務基礎科目、基礎法学・隣接科目、展開・先端科目）に区分整理して記入してください。ただし、４つの科目に区分することができない授業科目については、新たに科目分野を設けて記入

公法系科目
（憲法・行政法）

様
式

１

法曹倫理

民事訴訟実務の基礎

刑事訴訟実務の基礎

 　４　「配当年次」については、配当年次が複数ある場合は、該当する配当年次をすべて記入してください（例：２、３年次配当の場合は、『２・３』と記入してください。）。

　　　 の単位数の合計を記入してください。

 １０　「授業方法（形態）」については、『講義』、『演習』、『実習』等各授業科目の実施形態を記入し、これらを組み合わせている場合には該当する形態をすべて記入してください。
 １１  「受講学生数」については、「ＬＳの学生」には当該法科大学院の学生の人数を、「ＬＳ外の学生」には当該法科大学院の学生以外の人数をそれぞれ記入してください。また、同一授業科目を複数クラス開講している場合には、それぞれ記入してください。

 　８　「必修・選択等」については、『必修』、『選択』、『選択必修』等の区分を記入してください。

　　　　なお、後期や集中講義時に開講のため、５月１日現在で人数が未定の場合は空欄のままとしてください。

 　６　「時間数」については、当該開設授業科目における総時間数（例：９０分授業が１５週行われる場合には、２２．５時間となります。）を記入してください。ただし、試験時間については、含まないものとします。

　　　 さらに、その理由を「１」のとおり、「備考」に記入してください。

　 ７　「単位数」については、規則等により定められた当該授業科目の単位数を記入してください。１つの授業科目が複数クラス開講されている場合には、重複して加算しないでください。

　　　（例：同一授業科目が２クラス開講されており、それぞれ５０人（うち、ＬＳ外の学生は２人）と４０人（うち、ＬＳ外の学生は０人）の場合には、「ＬＳの学生」には『①４８、②４０』と記入し、「ＬＳ外の学生」には『①２、②０』と記入してください。）

    　  してください。法律基本科目の中で、公法系・民事系・刑事系の３つの系に区分することができない授業科目については、これら３つの系の下に枠を設けて追記してください。

開講方法
配当
年次

シラバス等の
ページ学期

受講学生数

備考

民事系科目
（民法・商法・民事訴訟法）

科　　　目

12

 　５　「学期」については、『前期』、『後期』等の区分を記入してください。また、集中講義を行っている場合には、『前期集中』、『後期集中』、『夏季集中』等の区分を記入してください。

　　　 ム改編による当該配当年次未開講など）記入してください。

展開・先端科目

　基礎法学・隣接科目

 　１　評価実施年度の５月１日現在で、当該年度開設授業科目（当該年度入学者適用）を記入してください。なお、評価実施年度に開講されていない授業科目（不開講、隔年開講等）についても記入してください。不開講の授業科目については、その理由を　「備考」に簡潔に（例：教員未定のため、カリキュラ

法
律
基
本
科
目

法
律
実
務
基
礎
科
目

授業科目名 時間数
必修・選

択等

担当教員

刑事系科目
（刑法・刑事訴訟法）

（注）２ 各様式について、大学名、研究科名、
専攻名を記入してください。

⑦…【その他記入例】
複数の教員が担当する授業科目のうち、一部の教員が複数クラスを担当していた場合

（例えば、２クラス開講で、①を◎小川、上水の２人が、②を◎小金井、上水の２人が担当していた場

合）は、次のように記入してもかまいません。

①◎小川 東美 研・専

②◎小金井 武蔵 研・専

③…（注）３

④…
複数クラス開講している場合は、「授業科目
名×n」（nはクラス数）と記入してください。

⑦…（注）１２

外数で記入してく
ださい。

（注）４

②…（注）９

（注）１０

⑧…（注）１３

⑨…（注）１４
当初から不開講であることが決まっている授業
科目について、シラバスを作成していない場合
は、年間授業計画や授業科目概要など授業内
容がわかる資料を提出してください。

②…（注）９

⑥…（注）１１
受講学生数が合計16人で、そのうち、14人がＬＳの学生、２人がＬＳ以
外の学生の場合、このように記入してください。

（注）５

⑥…
不開講の場合は、「－」と記入してください。

⑥…（注）１１
後期等の開講のため、５月１日現在で人数が未定の場合は空欄としてください。

⑤…（注）７
複数クラス開講していても、当該授業科目そのも
のの単位数を記入してください。

①



入学者選抜の状況

在籍者数の状況 （例）※長期履修制度なし

1(0) 0(0) 2 0 1 0

0 0 1 0

0 0 0 0 1 1

0 0 0 0

1 0 1 2 0 0

0 0 1 2

2 1 2 2 0 1 ※うち除籍者１名

1 0 0 0

2 1 1 0 0 0

0 0 0 0
適性試験の実施状況

合格者における適性試験の平均点及び最低点

入学者選抜における適性試験の取扱方針

（注）

2.4

2.21

2.06 41.17

48.38

41.37

47.61

38.88

5

1

0

0

1

1

0

4※

2

0

0

法学既修者

法学既修者

法学未修者

5 3

31 26 19

3

平成29年度

34

法学未修者

種　別

4

法学既修者

1.13

10

・入学時において、大学卒業後○年を経過する者
・入学時において、○年以上継続して勤務したことがある者

平成27年度

法学既修者

7

40

実務の経験を有する者の定義

2.17

1.42

93

3

法学未修者

退学者数
（内数：長期履

修生数）

合格者数
【 c 】

入学者数
【 e 】

（合計）

31

29

　（人）

0.96

実務の経験を有す
る者【 g 】

（人）

2.16

2.35

1.57

32

1.03

19

27

1

1

（人）

18

15

〔 e／a 〕
実務の経験を有し
ない者【 f 】

2

1

1

2

法学既修者 17

法学未修者

30

30
10

14

29

法学未修者

法学未修者 62

28(0)

2

法学既修者

30

30

30

4

0.721

7

34

3.5

2.44

・法学専攻分野以外の学士、修士、博士又はその他の学位が授与された者
（平成○年３月までに授与される見込みの者を含む。）

法学既修者

法学未修者

法学既修者

法学未修者

他学部出身者の定義

平成25年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

7

（％）

11.11

25

40.74

0

57.14

1

11.53

0

18.75

志願者数

（人）

入学者数
【 d 】

（法学未修者、
法学既修者

別）

（人） （人）

受験者数
【 b 】

（人）

競争倍率
（法学未修者、
法学既修者

別）

〔 b／c 〕

競争倍率

33.33

12.5

0

1

30.76

42.1

2

55.17

7 2

（人）

13

1

2

（人）

16

10

7

2
3.76

3.91

2.66
0.6

学生数の状況

12

4

26

3

85 80

11

（人）

入学定員
【 a 】種別

平成28年度

法学未修者

法学既修者

平成29年度

法学既修者

平成26年度

法学未修者

平成25年度

1.93

2.11

13

2390

8

87

4

101

69

2

78 29

15 6

71

13

小平大学大学院法務研究科法務専攻

入学定員超過率

入学者数内訳
入学者数のうち法学関係以外の学部出身者

又は実務の経験を有する者の割合

自大学の法学関係の学部出身者 自大学の法学関係以外の学部出身者 他大学の法学関係の学部出身者

入学者数のう
ち「自校出身
者」の割合

計
法学関係以外の学部
出身者（実務の経験
を有しない者）

実務の経験を有し
ない者【 h 】

実務の経験を有す
る者【 i 】

実務の経験を有し
ない者

他大学の法学関係以外の学部出身者

実務の経験を有し
ない者【 k 】

実務の経験を有す
る者【 l 】

0

（％）

45.16

（人）

実務の経験を有す
る者

【(g＋i＋j＋l)／d×
100 】

【(f＋g)／e×
100 】

【(h＋k)／d×100 】

10

（人）

実務の経験を有す
る者【 j 】

（％）

【(g＋h＋i＋j＋k＋l)
／e×100 】

（人）

11

100

（％）（人）

22.22

1

3 5

0

2

60

37.93

35.29

0 100

0

1

3

2 1

8

27 22

4

24

25

2 4

3

4

28

21

3 4

17

3

18

26
15

2

23 17

19

3

修了者数
（内数：長期履

修生数）

在籍者数（内数：長期履修生数）
上段：全在籍者数

下段左欄：原級留置者数，下段右欄：休学者数

２年次 ３年次１年次

23

24

2

区分 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度

合格者における
適性試験の平均点

195.6 193.5 185.8 192.3 190.1

３　入学者選抜の状況において、入学者の「種別」を詳細に設定している法科大学院にあっては、本様式を基本としつつ、適宜様式を変更して記入してください。
４　入学者選抜の状況の「競争倍率」、「入学定員超過率」、「入学者数のうち『自校出身者』の割合」及び「入学者数のうち法学関係以外の学部出身者又は実務の経験を有する者等の割合」は、小数点第３位以下を切り捨ててください（例：入学定員が90人、入学者数が93人の場合には、
　　　93÷90＝1.033・・・≒『1.03』となります。）。

合格者における
適性試験の最低点

152 151 142 148 153

５　「実務の経験を有する者の定義」及び「他学部出身者の定義」については、当該法科大学院が定めるそれぞれの定義を記入してください。
６　在籍者数の状況については、長期履修制度を採用している場合等は、本様式を基本として、適宜様式を変更して記入してください。
７　在籍者数の状況の「在籍者数（内数：長期履修生数）」については、上段に全在籍者数を、下段の左欄にはそのうちの原級留置者数を、右欄には休学者数を記入してください。なお、長期履修生については、それぞれ内数として括弧書きで記入してください。

様
式

２
－

１

８　「合格者における適性試験の平均点」欄については、小数点第２位を切り捨ててください。

　入学者選抜における適性試験の取扱いについては、適性試験管理委員会が実施する法科大学院全国統一適性試験の点数が、
入学最低基準点（適性試験の総受験者の下位から15％を基本に設定する）に満たない者は、不合格としている。

１　学生数の状況については、評価実施年度の５月１日現在で記入してください。
２　入学者選抜の状況の「入学者数内訳」の「自大学の法学関係の学部出身者」とは、当該法科大学院を設置している大学の主として法学を履修する学科若しくは課程等に在学、またはこれらを卒業した者をいいます。

「｛」の範囲については、ウェブサイトに掲載している様式に数式を入れて

います。
「｛」以外の欄に数字を入力いただければ、自動的に計算されます。

④…（注）１
在籍者数の状況について、評価実
施年度については５月１日現在、そ
れ以外の年度については、各年度
の３月末の人数をそれぞれ入力し
てください。

修了者数は、３年次の在籍者数のうち、修了した人数を入力
することとなりますが、原級留置者や休学者がいる場合は、人
数が一致しなくてかまいません。

⑤…（注）７
下段の人数は、上段の全在籍者数の内数に
なります。長期履修制度がない場合、その旨
を欄外に記載いただければカッコ書きはなく
てもかまいません。

③…（注）５

法科大学院が定めるそれぞ
れの定義を記入してください。

②…（注）４
倍率、割合等については、
小数点第３位を切り捨て

（注）２

①…
この欄には、全体の受験者数を全体の合格者数で割った数字を記入してください。
例：平成25年度の場合 （71＋13）÷（29＋6）＝2.4

例：平成28年度の１年次（未

修者）の場合

平成28年度の入学者・・29人

（うち１人休学）
原級留置者・・２人
合計31人が１年次に在籍

④…
退学者数及び除籍者数は在籍者数に含めないでください（外数としてください）。
また、退学者数と除籍者数の内訳が分かるよう、欄外に除籍者数を記載してください。



司法試験の合格状況 小平大学大学院法務研究科法務専攻

解釈指針１－１－２－２（１）関係

解釈指針１－１－２－２（２）関係

様
式
２
－
２

司法試験実施年度 受験者数 合格者数 合格率

平成29年度 ※ ※ ※

平成28年度 43 12 0.2790
平成27年度 48 10 0.2083
平成26年度 47 9 0.1914
平成25年度 45 9 0.2

（注）１．　自己評価書提出時点では、調査実施年度に実施される司法試験の結果が公表されていないため、
　　　　　機構にて法務省発表資料に基づき評価します。
　　　　　　※印が記入されている箇所が該当しますので記入しないようにしてください。
　　　２．　「受験者数」、「合格者数」欄には、司法試験が実施された各年度における、解釈指針１－１－２－
　　　　　２（１）の状況について記入してください。
　　　３．　「合格率」欄には、「合格者数」を「受験者数」で割った値を記入してください。
　　　　　　　なお、端数については、小数点第５位を切り捨ててください。（例：合格者数が13人、受験者数が
　　　　　　74人の場合には、13÷74＝0.17567・・・≒『0.1756』となります。）

修了年度 修了者数

合格者数

合格率司法試験実施年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 計

平成28年度 17 ※ ※

平成27年度 26 8 ※ ※

1 ※

平成26年度 26 7 3

※

※ ※

平成25年度 22 6 2

※
（注）１．　自己評価書提出時点では、調査実施年度に実施される司法試験の結果が公表されていないため、
　　　　　機構にて法務省発表資料に基づき評価します。
　　　　　　※印が記入されている箇所が該当しますので記入しないようにしてください。
　　　２．　「修了者数」欄には、司法試験を受験しなかった者を含めて、当該年度に修了した者の人数を記入
　　　　　してください。
　　　３．　「合格者数」欄には、各修了年度における修了者のうち、司法試験に合格した者の人数を記入して
　　　　　ください。
　　　４．　「合格率」欄には、「合格者数」を「受験者数」で割った値を記入してください。
　　　　　　　なお、端数については、小数点第５位を切り捨ててください。（例：合格者数が13人、受験者数が
　　　　　74人の場合には、13÷74＝0.17567・・・≒『0.1756』となります。）

※

平成24年度 22 6 3 1 0 ※

②

①

③



教員一覧、教員分類別内訳
教員一覧

授業科目名 クラス数 単位数 集・オ・共 授業科目名 クラス数 単位数 集・オ・共 大学等名 授業科目名 クラス数 単位数 集・オ・共 大学等名

専
教授

専攻長
男 国分寺　一郎 58 民法 民事法総合演習１ 1 0.5 オ ・・・・法（B） 1 2 ○○学部

・・・・・法 1 2 ・・・・・・・法演習（M） 1 2 ○○研究科○○専攻
・・・・・・・法演習 1 2
●●論 1 2

専 准教授 女 学園　西子 45 憲法 憲法 1 4 ・・・・・・・・・・法（B） 1 2 ・・・・・法 1 2 ○○大学○○学部
・・・・・・・・講読 2 4 共 ・・・・・・論（B） 1 2 ・・・・・・・法演習 1 0.5 オ ○○大学○○学部
・・・・・・法演習 2 1.3 オ

実・専 教授 男 萩山　三郎 48 弁護士実務 弁護士 20.9 法曹倫理 2 4 ・・・・・・・法（B） 1 2 ○○学部 ・・・・・法 1 2 ○○大学○○学部
エクスターンシップ 1 2 集・共
・・・・・法 1 2

実・専 教授 男 小平　太郎 58 裁判実務 裁判官／その他 25.11／8.6 民事法総合演習１ 1 0.5 オ
民事訴訟法実務基礎 1 2

兼担 教授 女 千代田　北世 53 刑法 刑事法総合演習２ 1 1 オ 1

兼任 講師 男 上水　南夫 56 検察実務 刑事法総合演習２ 1 0.5 オ 0.5

　
教員分類別内訳

教　授 9 (0)

准教授 3 (0)

講　師 (　　）

助　教 (　　）

教　授 6 (6)

准教授 (　　）

講　師 (　　）

助　教 (　　）

教　授 2 (2)

准教授 (　　）

講　師 (　　）

助　教 (　　）

教　授 1 (0)

准教授 (　　）

講　師 (　　）

助　教 (　　）

教　授 4 (0)

准教授 2 (0)

講　師 (　　）

助　教 (　　）

教　授 (　　）

准教授 (　　）

講　師 25 (12)

助　教 (　　）

(注）    1

2

3

4

　 　　　　　

5

6

　　　　　　

7

8

9

10

11

12

実務家・みなし専任教員（年間
６単位以上の授業を担当し、か
つ、法科大学院のカリキュラム
編成等の運営に責任を有する
者）

実・み 2 (2)

研究者・専任教員 研・専 12 (0)

実務家・専任教員 実・専 6 (6)

年数
分 類 職 名 性別 他大学等担当授業科目自大学法科大学院担当授業科目

12

専
任
教
員

専
属
専
任
教
員

自大学他専攻等担当授業科目教 員 名

小平大学大学院法務研究科法務専攻

年 齢
年間総単

位数

専門分野

担当授業科目実務経験年数

実務家教員の

職種

備考

　評価実施年度の５月１日現在で記入してください。なお、授業科目名及び単位数は、カリキュラムの新旧を問わず、評価実施年度において各教員が担当する授業科目についてすべて記入してください。なお、受講者がいないため不開講となった授業科目についても記入してください。

　教員一覧については、教員分類（研・専、実・専、実・み、専・他、兼担、兼任）ごとに、教授、准教授、講師、助教の順に記入してください。なお、「分類」については、本様式の教員分類別内訳の「略称」により記入してください。

10.5

15.8

2.5

　教員一覧の「年間総単位数」については、「自大学法科大学院担当授業科目」、「自大学他専攻等担当授業科目」、「他大学等担当授業科目」の合計を記入してください。

　教員分類別内訳の「分類」の「兼担教員（学内の他学部等の教員）」及び「兼任教員（他の大学等の教員等）」に該当する教員については、教員一覧にある「自大学他専攻等担当授業科目」及び「他大学等担当授業科目」の記入は必要ありません。この場合、「年間総単位数」については、

　教員一覧の「職名」については、教員分類別内訳の「種別」を記入してください。なお、研究科長、専攻長等に就いている場合には併せて記入してください。

　教員一覧の「実務経験年数」については、教員分類別内訳の「分類」の略称「実・専、実・み」に該当する教員のみ記入してください。「実務家教員の職種」については、実務家教員（実・専、実・み）が法曹としての実務の経験を有する場合には職種に応じて『裁判官』、『検察官』、『弁護士』と

　記入してください。法曹以外の実務経験を有する場合には『その他』と記入してください。また、「年数」については、当該教員の実務の経験年数を職種ごとに記入してください。 （例：裁判官の経験年数が７年１１ヶ月及び民間企業勤務の経験年数が６年１０ヶ月の教員の場合には、 「実務家

　教員の職種」は『裁判官／その他』、「年数」は『７．１１／６．１０』となります。）　

　教員一覧の「担当授業科目」の「クラス数」については、１つの授業科目において、複数のクラスが開講されており、同一の教員が複数のクラスを担当している場合に、その担当クラス数を記入してください。なお、１クラスの場合も、『１』と記入してください。

　教員一覧の「担当授業科目」及び「年間総単位数」に係る単位数の計算にあたり、複数教員による授業科目を担当する場合は、当該授業科目の単位数に対する担当する教員ごとの担当時間数の割合により記入してください。また、複数のクラスを担当している場合は、さらにクラス数を

分　　　　類 略　称 種別 　人数
うち、法曹としての実
務の経験を有する者

合計

7 (0)

　 「自大学法科大学院担当授業科目」に係る単位数となります。　

　教員一覧の「担当授業科目」の「自大学他専攻等担当授業科目」については、学部の授業科目の場合には『（B）』、修士課程の授業科目の場合には『（M）』、博士課程の授業科目の場合には『（D）』を授業科目名の後ろに付記してください。

　（例：修士課程の授業科目『研究指導』を担当している場合は、「授業科目名」は『研究指導（M）』となります。）

　教員数について基準８－２－１で定める数は、専属専任教員で充足する必要があります。基準８－２－１で定める数を超える場合のみ、専属以外の専任教員を専任教員数に含めることができます。

　乗じた単位数を記入してください。なお、単位数については、小数点第２位を四捨五入してください。（例：授業科目（２単位）の時間数が30時間で、当該授業科目を２人の教員で担当（担当する時間数は、それぞれ20時間と10時間）し、どちらも２クラスを担当する場合には、それぞれ、２（単位）

　×２（クラス）×20（時間）÷30（時間）＝2.66・・・≒『2.7』、２（単位）×２（クラス）×10（時間）÷30（時間）＝1.32・・・≒『1.3』となります。）

　教員一覧の「担当授業科目」の「集・オ・共」については、集中講義の場合には『集』と、オムニバス授業の場合には『オ』と、共同授業の場合は『共』と記入してください。なお、複数に該当する場合には、該当するものをすべて記入してください。

　教員一覧の「担当授業科目」の「大学等名」については、自大学他専攻等を担当する教員の場合には、研究科・専攻名又は学部・学科名等を、他大学等を担当する教員の場合には、大学・研究科・専攻名又は大学・学部・学科名等を記入してください。

兼任教員（他の大学等の教員等） 兼任 25 (12)

専属以外の専任教員（当該法科大学院
の専任ではあるが、他の学部・大学院
（修士課程）の専任教員）

専・他 1 (0)

兼担教員（学内の他学部等の教員） 兼担

③、④…
（注）６

（注）７

⑤…（注）１

①…（注）１０
兼担及び兼任の教員については、当該大学の法科大学院において担当している授業
科目のみ記入してください（灰色の欄は記入いただく必要はありません。）。

③…（注）９

（注）４
兼担及び兼任の教員については、
記入いただく必要はありません。

（注）２

②…（注）３
（注）８

①

④…（注）５

②



科目別専任教員数一覧

人数

（　　） （　　） B （専） （　　） A (研・専) （　　） （　　） （　　） （　　） A (研・専)

（　　） （　　） C （実・み） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

 （注）

（例） 専任教員Ａの担当授業科目・・・「民事訴訟法Ⅰ」、「民事訴訟法Ⅱ」（すべて法律基本科目（民事訴訟法））及び「倒産法」（展開・先端科目）

専任教員Ｂの担当授業科目・・・「民法Ⅰ」、「民法Ⅱ」、「民法Ⅲ」（すべて法律基本科目（民法））

専任教員Cの担当授業科目・・・「民法Ⅳ」（法律基本科目（民法））

１　評価実施年度の５月１日現在で、当該年度開設授業科目（当該年度入学者適用）を担当する専任教員について記入してください。

　　なお、隔年開講やカリキュラム改編直後のため、評価実施年度に開講されていない授業科目を担当する専任教員についても記入してください。

２　科目別専任教員数一覧における「専任教員」とは、様式３の教員分類別内訳の「略称」のうち、「研・専、実・専、実・み、専・他」に該当する教員のことをいいます。

３　「専任教員名」については、担当する授業科目が該当する「科目」ごとに教員名を記入し、「科目」ごとに記入された専任教員の数を「人数」に記入してください。

　　なお、複数の授業科目を担当しており、該当する「科目」が複数に渡る場合は、それぞれの「科目」において当該教員名を記入し、「人数」に算入してください。

　　また、複数の授業科目を担当しているが、いずれも同一「科目」に該当する場合は、該当する「科目」において１人として計算してください。

展開・先端科目

小平大学大学院法務研究科法務専攻

2

基礎法学・
隣接科目

　　「展開・先端科目」のそれぞれに当該教員名を記入し、それぞれにおいて１人として計算してください。）

科目
憲法 刑法 刑事訴訟法

法律基本科目

行政法
法律実務
基礎科目

４　「専任教員名」の括弧内には、様式３の教員分類別内訳の「略称」のうち、「研・専、実・専、実・み、専・他」のいずれかを記入してください。

民法 商法 民事訴訟法

専
任
教
員
名

1 1

　　（例：１人の教員が「民事訴訟法Ⅰ」、「民事訴訟法Ⅱ」（すべて法律基本科目（民事訴訟法））及び「倒産法」（展開・先端科目）を担当している場合は、「民事訴訟法」と

「科目」ごとに人
数の計を記入し
てください。

②…（注）３
例において、B氏は複
数の授業科目を担当
していますが、すべて
民法に係る授業科目
のため、民法におい
て「１人」として計算し
ます。

②…（注）３
例において、Ａ氏は民事訴
訟法に係る授業科目と展
開・先端科目に係る授業科
目を担当しているため、そ
れぞれの科目において「１
人」ずつ計上します。

（注）４
教員名、教員分類
（研・専、実・専、実・
み、専・他）を記入し
てください。

①
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